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新潟県条例第47号 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

職員の退職手当に関する条例（昭和37年新潟県条例第49号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「削除号」という｡)を削る。 

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下「改正後部分」という｡)に対応する同表の改正前の欄中下線

が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。以下「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部分を当

該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基

本額） 

第３条 （略） 

２ 前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金保険

法（昭和29年法律第115号）第47条第２項に規定す

る障害等級に該当する程度の障害の状態にある傷

病をいう。次条第２項並びに第５条第１項及び第

２項において同じ｡)又は死亡によらず、その者の

都合により退職した者（第15条第１項各号に掲げ

る者を含む。以下この項及び第７条の４第４項に

おいて「自己都合等退職者」という｡)に対する退

職手当の基本額は、自己都合等退職者が次の各号

に掲げる者に該当するときは、前項の規定にかか

わらず、同項の規定により計算した額に当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(3) （略） 

 

（退職手当の調整額） 

第７条の４ （略） 

２・３ （略） 

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額

は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定め

る額とする。 

(1) 退職した者のうち自己都合等退職者以外のも

のでその勤続期間が１年以上４年以下のもの  

第１項の規定により計算した額の２分の１に相

当する額 

(2) 退職した者のうち自己都合等退職者以外のも

のでその勤続期間が零のもの 零 

(3) 自己都合等退職者でその勤続期間が10年以上

24年以下のもの 第１項の規定により計算した

額の２分の１に相当する額 

(4) 自己都合等退職者でその勤続期間が９年以下

のもの 零 

５ （略） 

 

（失業者の退職手当） 

第13条 （略） 

２～10 （略）  

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定め

るもののほか、第１項又は第３項の規定による退

職手当の支給を受けることができる者で次の各号

（自己の都合による退職等の場合の退職手当の基

本額） 

第３条 （略） 

２ 前項に規定する者のうち、傷病（厚生年金保険

法（昭和29年法律第115号）第47条第２項に規定す

る障害等級に該当する程度の障害の状態にある傷

病をいう。次条第２項並びに第５条第１項及び第

２項において同じ｡)又は死亡によらず、その者の

都合により退職した者（第15条第１項各号に掲げ

る者を含む｡)に対する退職手当の基本額は、その

者が次の各号に掲げる者に該当するときは、前項

の規定にかかわらず、同項の規定により計算した

額に当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

 

 

(1)～(3) （略） 

 

（退職手当の調整額） 

第７条の４ （略） 

２・３ （略） 

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額

は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定め

る額とする。 

(1) 退職した者のうち自己都合退職者以外のもの

でその勤続期間が１年以上４年以下のもの 第

１項の規定により計算した額の２分の１に相当

する額 

(2) 退職した者のうち自己都合退職者以外のもの

でその勤続期間が零のもの 零 

(3) 自己都合退職者でその勤続期間が10年以上24

年以下のもの 第１項の規定により計算した額

の２分の１に相当する額 

(4) 自己都合退職者でその勤続期間が９年以下の

もの 零 

５ （略） 

 

（失業者の退職手当） 

第13条 （略） 

２～10 （略） 

11 第１項、第３項及び第５項から前項までに定め

るもののほか、第１項又は第３項の規定による退

職手当の支給を受けることができる者で次の各号
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の規定に該当するものに対しては、それぞれ当該

各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険

法の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手

当、就業促進手当、移転費又は求職活動支援費の

支給の条件に従い支給する。 

(1)～(3) （略） 

(4) 安定した職業に就いた者 雇用保険法第56条

の３第３項に規定する就業促進手当の額に相当

する金額 

(5)・(6) （略） 

12・13 （略） 

14 第11項第４号に掲げる退職手当の支給があつた

ときは、第１項、第３項又は第11項の規定の適用

については、雇用保険法第56条の３第１項第１号

に該当する者に係る就業促進手当について同条第

４項の規定により基本手当を支給したものとみな

される日数に相当する日数分の第１項又は第３項

の規定による退職手当の支給があつたものとみな

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15～17 （略） 

 

附 則 

 

第22条 昭和60年３月31日に旧専売公社の職員とし

て在職していた者が、引き続いて日本たばこ産業

株式会社の職員となり、かつ、引き続き日本たば

こ産業株式会社の職員として在職した後職員とな

つた場合又は同日に旧電信電話公社の職員として

在職していた者が、引き続いて日本電信電話株式

会社（日本電信電話株式会社等に関する法律第１

条の２第１項に規定する日本電信電話株式会社を

いう。以下この条において同じ｡)の職員となり、

かつ、引き続き日本電信電話株式会社の職員とし

て在職した後職員となつた場合におけるその者の

退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算につ

いては、その者の同日までのたばこ事業法等の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律（昭和59

年法律第71号）第４条及び日本電信電話株式会社

法及び電気通信事業法の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律（昭和59年法律第87号）第５条

の規定による改正前の国家公務員等退職手当法

（昭和28年法律第182号）第２条第２項に規定する

の規定に該当するものに対しては、それぞれ当該

各号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険

法の規定による技能習得手当、寄宿手当、傷病手

当、就業促進手当、移転費又は求職活動支援費の

支給の条件に従い支給する。 

(1)～(3) （略） 

(4) 職業に就いた者 雇用保険法第56条の３第３

項に規定する就業促進手当の額に相当する金額 

 

(5)・(6) （略） 

12・13 （略） 

14 第11項第４号に掲げる退職手当の支給があつた

ときは、第１項、第３項又は第11項の規定の適用

については、次の各号に掲げる退職手当ごとに、

当該各号に定める日数分の第１項又は第３項の規

定による退職手当の支給があつたものとみなす。 

 

 

 

(1) 雇用保険法第56条の３第１項第１号イに該当

する者に係る就業促進手当に相当する退職手当 

 当該退職手当の支給を受けた日数に相当する

日数 

(2) 雇用保険法第56条の３第１項第１号ロに該当

する者に係る就業促進手当に相当する退職手当 

 当該就業促進手当について同条第５項の規定

により基本手当を支給したものとみなされる日

数に相当する日数 

15～17 （略） 

 

附 則 

 

第22条 昭和60年３月31日に旧専売公社の職員とし

て在職していた者が、引き続いて日本たばこ産業

株式会社の職員となり、かつ、引き続き日本たば

こ産業株式会社の職員として在職した後職員とな

つた場合又は同日に旧電信電話公社の職員として

在職していた者が、引き続いて日本電信電話株式

会社の職員となり、かつ、引き続き日本電信電話

株式会社の職員として在職した後職員となつた場

合におけるその者の退職手当の算定の基礎となる

勤続期間の計算については、その者の同日までの

たばこ事業法等の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（昭和59年法律第71号）第４条及び日

本電信電話株式会社法及び電気通信事業法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（昭和59年

法律第87号）第５条の規定による改正前の国家公

務員等退職手当法（昭和28年法律第182号）第２条

第２項に規定する職員としての引き続いた在職期

間及び昭和60年４月１日以後の日本たばこ産業株

式会社又は日本電信電話株式会社の職員としての
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職員としての引き続いた在職期間及び昭和60年４

月１日以後の日本たばこ産業株式会社又は日本電

信電話株式会社の職員としての在職期間を職員と

しての引き続いた在職期間とみなす。ただし、そ

の者が日本たばこ産業株式会社又は日本電信電話

株式会社を退職したことにより退職手当（これに

相当する給付を含む｡)の支給を受けているときは、

この限りでない。 

 

（国立大学法人等の職員であつた者の勤続期間計

算の特例） 

第30条 平成16年３月31日に国立大学法人法（平成

15年法律第112号）附則別表の上欄に掲げる機関

（以下「旧機関」という｡)の職員として在職する

者が、同法附則第４条の規定により引き続いて国

立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国立

大学法人及び同条第３項に規定する大学共同利用

機関法人をいう。以下同じ｡)の職員となり、かつ、

引き続き国立大学法人等の職員として在職した後

引き続いて職員となつた場合におけるその者の退

職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算につい

ては、その者の国立大学法人等の職員としての引

き続いた在職期間を職員としての引き続いた在職

期間とみなす。ただし、その者が国立大学法人等

を退職したことにより退職手当（これに相当する

給付を含む｡)の支給を受けているときは、この限

りでない。 

 

（国立大学法人等の職員となつた場合における退

職手当の不支給） 

第31条 旧機関（国立学校設置法の一部を改正する

法律（平成14年法律第23号）による改正前の国立

学校設置法（昭和24年法律第150号）第３条第１項

に規定する山梨医科大学及び国立学校設置法の一

部を改正する法律（平成15年法律第29号）による

改正前の国立学校設置法第３条第１項に規定する

香川医科大学を含む｡)の職員が、第８条第５項に

規定する事由によつて引き続いて職員となり、か

つ、引き続いて職員として在職した後引き続いて

国立大学法人等の職員となつた場合において、そ

の者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法

人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第

35条の２において準用する独立行政法人通則法第

50条の10第２項に規定する基準をいう｡)により、

当該国立大学法人等の職員としての勤続期間に通

算されることに定められているときは、この条例

の規定による退職手当は、支給しない。 

 

（令和９年３月31日以前に退職した職員に対する

失業者の退職手当の特例） 

第33条 令和９年３月31日以前に退職した職員に対

在職期間を職員としての引き続いた在職期間とみ

なす。ただし、その者が日本たばこ産業株式会社

又は日本電信電話株式会社を退職したことにより

退職手当（これに相当する給付を含む｡)の支給を

受けているときは、この限りでない。 

 

 

 

 

（国立大学法人等の職員であつた者の勤続期間計

算の特例） 

第30条 平成16年３月31日に国立大学法人法（平成

15年法律第112号）附則別表第１の上欄に掲げる機

関（以下「旧機関」という｡)の職員として在職す

る者が、同法附則第４条の規定により引き続いて

国立大学法人等（同法第２条第１項に規定する国

立大学法人及び同条第３項に規定する大学共同利

用機関法人をいう。以下同じ｡)の職員となり、か

つ、引き続き国立大学法人等の職員として在職し

た後引き続いて職員となつた場合におけるその者

の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算に

ついては、その者の国立大学法人等の職員として

の引き続いた在職期間を職員としての引き続いた

在職期間とみなす。ただし、その者が国立大学法

人等を退職したことにより退職手当（これに相当

する給付を含む｡)の支給を受けているときは、こ

の限りでない。 

 

（国立大学法人等の職員となつた場合における退

職手当の不支給） 

第31条 旧機関（国立学校設置法の一部を改正する

法律（平成14年法律第23号）による改正前の国立

学校設置法（昭和24年法律第150号）第３条第１項

に規定する山梨医科大学及び国立学校設置法の一

部を改正する法律（平成15年法律第29号）による

改正前の国立学校設置法第３条第１項に規定する

香川医科大学を含む｡)の職員が、第８条第５項に

規定する事由によつて引き続いて職員となり、か

つ、引き続いて職員として在職した後引き続いて

国立大学法人等の職員となつた場合において、そ

の者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法

人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第

35条において準用する独立行政法人通則法第50条

の10第２項に規定する基準をいう｡)により、当該

国立大学法人等の職員としての勤続期間に通算さ

れることに定められているときは、この条例の規

定による退職手当は、支給しない。 

 

（令和７年３月31日以前に退職した職員に対する

失業者の退職手当の特例） 

第33条 令和７年３月31日以前に退職した職員に対
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する第13条第10項の規定の適用については、同項

中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附

則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用保険法第

22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由

により就職が困難な者であつて、同法第24条の２

第１項第２号に掲げる者に相当する者として人事

委員会規則で定める者に該当し、かつ、知事が同

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進す

るために必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認めたもの」 

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定 

とあるのは ウ 特定退職者であつて、雇用保険 

する厚生労働省令で定める理由により就職が困難 

法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、 

な者であつて、同法第24条の２第１項第２号に掲 

かつ、知事が同法第24条の２第１項に規定する指 

げる者に相当する者として人事委員会規則で定め 

導基準に照らして再就職を促進するために必要な 

る者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導 

職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行 

基準に照らして再就職を促進するために必要な職 

うことが適当であると認めたもの（アに掲げる者 

業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行う 

を除く｡) 

ことが適当であると認めたもの 

」とする。 

する第13条第10項の規定の適用については、同項

中「第28条まで」とあるのは「第28条まで及び附

則第５条」と、同項第２号中「イ 雇用保険法第

22条第２項に規定する厚生労働省令で定める理由

により就職が困難な者であつて、同法第24条の２

第１項第２号に掲げる者に相当する者として人事

委員会規則で定める者に該当し、かつ、知事が同

項に規定する指導基準に照らして再就職を促進す

るために必要な職業安定法第４条第４項に規定す

る職業指導を行うことが適当であると認めたもの」 

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定 

とあるのは ウ 特定退職者であつて、雇用保険 

する厚生労働省令で定める理由により就職が困難 

法附則第５条第１項に規定する地域内に居住し、 

な者であつて、同法第24条の２第１項第２号に掲 

かつ、知事が同法第24条の２第１項に規定する指 

げる者に相当する者として人事委員会規則で定め 

導基準に照らして再就職を促進するために必要な 

る者に該当し、かつ、知事が同項に規定する指導 

職業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行 

基準に照らして再就職を促進するために必要な職 

うことが適当であると認めたもの（アに掲げる者 

業安定法第４条第４項に規定する職業指導を行う 

を除く｡) 

ことが適当であると認めたもの 

」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第３条及び第７条の４並びに附則第22条、第30条及

び第31条の改正は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第13条第11項（第４号に係る部分に限り、同条第15項において準用する場合を含む｡)の規定は、退

職職員（退職した職員の退職手当に関する条例第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員と

みなされる者を含む｡)をいう。以下同じ｡)であってこの条例の施行の日以後に安定した職業に就いた者につい

て適用し、退職職員であって同日前に職業に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手当の支給につい

ては、なお従前の例による。 


